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明 細 書

発明の名称 ：車載用充電器

技術分野

[0001 ] 本発明は、無接点充電を行う車載用充電器に関する。

背景技術

[0002] 近年、携帯電話の高性能化に伴い、その電力消費が大きくなり、車両内に

おいても携帯電話の充電を行えるようにすることが望まれている。また、電

磁誘導を用いた無接点充電も実用化が進んでいる。

[0003] 無接点充電器においては、送電用の 1次コイルと受電用の 2 次コイルの相

対位置の検出が、 2 次コイルに発生した電圧と基準電圧との比較により行わ

れる手法が知られている （例えば、特許文献 1参照）。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：曰本国特開 2 0 0 8 — 2 0 6 2 9 5 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記説明した無接点充電器を車両に搭載 した場合、無接点充電器の 1次コ

ィルである充電コイルに通電すると、充電コイルが発する電磁波により車両

制御、例えば ドアの開閉制御を行うキーレスェン 卜リ制御に対する信頼性が

低くなる。そのため、充電コイルへの通電を制限することが考えられる。 し

かし、充電コイルへ通電できない間は、送電用の 1次コイルと受電用の 2 次

コィルの相対位置を検出できず、非常に使い勝手が悪いという問題があつた

[0006] 具体的には、ユーザが車両に乗り込んだ直後はキ一レスエン トリ制御など

が行われているため、無接点充電器は 1次コイルと2 次コイルの位置合わせ

をすることができない。つまり、無接点充電器は、車両がキ一レスエントリ

制御を行わない状態、例えば車両駆動状態とならなければ、 1次コイルと2



次コイルの位置合わせをすることができない。 したがって、車両がキ一レス

エントリ制御を行わない状態、例えば車両駆動状態とならなければ、無接点

充電器は充電開始の準備をすることができない。このように、車両の状態に

応 じた無接点充電器の動作の制約は、使い勝手といった点では望ましくない

[0007] 本発明の目的は、使い勝手が向上 した車載用充電器を提供することである

課題を解決するための手段
[0008] 本発明に係る車載用充電器は、無接点充電を行う車載用充電器であって、

1次コイルへの通電を制御する制御部と、 1次コイルと被充電機器の 2 次コ

ィルとの位置関係を検出する位置検出部と、ユーザへの報知を行う報知部と

、を備え、制御部は、 1次コイルに通電しない状態で、位置検出部が検出し

た 1次コイルと2 次コイルとの位置関係を取得 し、その位置関係を報知部が

報知するよう制御する。

発明の効果
[0009] 本発明に係る車載用充電器は、 1次コイルへの通電を制御する制御部と、

1次コイルと被充電機器の 2 次コイルとの位置関係を検出する位置検出部と

、ユーザへの報知を行う報知部と、を備え、制御部は、 1次コイルに通電し

ない状態で、位置検出部が検出した 1次コイルと2 次コイルとの位置関係を

取得 し、その位置関係を報知部が報知するよう制御するため、当該車載用充

電器が極めて使い勝手の良いものとなる。

[001 0] すなわち、本発明に係る車載用充電器は、ユーザが車両に乗り込んだ直後

でキ一レスェン卜リ制御が行われていたとしても、 1次コイルと2 次コイル

の位置合わせをすることができる。よって、ユーザが車両に乗り込んだ直後

から、充電可能な位置に置かれた被充電機器の充電開始の準備をすることが

可能となる。その後、車両制御への影響がなくなり充電可能な状態となれば

、車載用充電器はすぐさま充電を開始することができる。このように、車載

用充電器が極めて使い勝手の良いものとなる。



図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] 本発 明 に係 る一実施 の形態 の車載 用充電器 を車両 に搭載 した状態 を示 す

図

[ 図 2 ] —実施 の形態 の車載 用充電器 の斜視 図

[ 図 3 ] —実施 の形態 の車載 用充電器 の斜視 図

[ 図 4 ] 一実施 の形態 の車載 用充電器 の側面 図

[ 図 5 ] —実施 の形態 の車載 用充電器 が備 える位置検 出部 の天面 図

[ 図 6 ] —実施 の形態 の車載 用充電器 が備 える位置検 出部 に入力 され るパ ル ス信

号 とエ コー信号 を示 す図

[ 図 7 ] —実施 の形態 の車載 用充電器 の内部構成 及び充電 され る携帯電話 との関

係 を示 す プロック図

[ 図 8]_ 実施 の形態 の車載 用充電器 の動作 を示 す フローチ ヤ 一 卜

[ 図 9]_ 実施 の形態 の車載 用充電器 の動作 を示 す フローチ ヤ 一 卜

[ 図 10]_ 実施 の形態 の車載 用充電器 で用 い られ るフラグを説 明す る図

発明を実施するための形態

[001 2 ] 以下、本発 明の一実施 の形態 を、 図面 を用 いて説 明す る。

[001 3 ] 図 1 は、本発 明 に係 る一実施 の形態 の車載 用充電器 を車両 に搭載 した状態

を示 す図であ る。 図 1 に示 す よ うに、車両 1 の車 内 2 前方 にはハ ン ドル （ste

e i ng whee l ) 3 が配置 され、 ハ ン ドル 3 の左方 には車載 用電子機 器 4 が配置

されている。 さ らに、車載 用電子機 器 4 の下側 であ って、運転席 と助手席 の

間 には、携帯電話等 の電子機 器 に対 して無接 点充電が可能 な車載 用充電器 5

が配置 されている。

[0014] 図 2 は、車載 用充電器 5 の斜視 図であ る。 なお、 図 2 は、車載 用充電器 5

の設置面 7 に携帯電話 （被 充電機 器 の一例 ） 6 が置 かれた状態 を示 す。車載

用充電器 5 は、携帯電話 6 が充電可能 な状態 であ る ことな どをユーザ に知 ら

せ る報知部 1 9 ( 図 7 参照） と しての L E D 8 、 および車載 用充電器 5 の内

部 に設置 したス ピー カ 1 1 ( 図 3 及び図 7 参照）か らの音 を外部へ伝 える開

口部 9 を備 える。



[001 5] 図 3 は、 内部構成 の一部 を透視状態 と した車載用充電器 5 の斜視 図である

。 また、 図 4 は、 内部構成 の一部 を透視状態 と した車載用充電器 5 の側面図

である。 図 3 及び図 4 に示すように、携帯電話 6 を設置する設置面 7 の内側

には、携帯電話 6 に内蔵 された受電用の 2 次 コイル 1 0 へ送電する 1 次 コィ

ル 1 2 と、 ス ピーカ 1 1 とが設 け られ る。

[001 6] 本実施 の形態 においては、 1 次 コイル 1 2 と、携帯電話 6 の 2 次 コイル 1

0 を対 向させ ることで、携帯電話 6 の 2 次 コイル 1 0 に、 1 次 コイル 1 2 か

らの磁束 を到達 させて、携帯電話 6 が保有 する電池 （図示せず）の充電 を行

う。 なお、設置面 7 は、 1 次 コイル 1 2 か ら携帯電話 6 の 2 次 コイル 1 0 に

向か う磁束が通過で きるように、合成樹脂 によって形成 することが好 ま しい

[001 7] 本 明細書 では、説明の簡略化のため、 1 次 コ イル 1 2 を駆動する回路や取

付 け構造な どは省略する。 また、本実施 の形態では、 1 次 コ イル 1 2 は固定

されてお り、 ュ一ザが設置面 7 上 で携帯電話 6 を移動 させ ることによ り、 1

次 コイル 1 2 と 2 次 コイル 1 0 の位置合わせ を行 うと して説明する。

[001 8] また、 図 4 に示すように、例 えば、先行文献 （例 えば、 日本国特 開 2 0 0

9 - 2 4 7 9 4 号公報） と同 じように、設置面 7 の裏面側全面 には、携帯

電話 6 が載置 されたか否かを検 出 し、携帯電話 6 の大 まかな位置検 出を行 う

位置検 出部 1 3 が配置 されている。 図 5 は、車載用充電器 5 が備 える位置検

出部 1 3 の天面図である。

[001 9] 位 置検 出部 1 3 は、 図 5 に示すように、例 えば、 X 軸方向の位置 を検 出す

る複数 の位置検 出コイル 1 4 と、 Y 軸方向の位置 を検 出する複数 の位置検 出

コイル 1 5 とを備 える。各位置検 出コイルの形状 は、 X 軸方向 または Y 軸方

向に細長 いルー プ状 である。複数 の位置検 出コイル 1 4 は、 X 軸方向に沿 つ

て所定の間隔 を空 けて配置 され る。 また、複数 の位置検 出コイル 1 5 は、 Y

軸方向に沿 って所定の間隔 を空 けて配置 され る。

[0020] 図示 しないパ ル ス 電源 か ら所定のタイ ミングでパ ル ス信号 1 6 を各位置検

出コイル に入力すると、パル ス信号 1 6 が入力 された位置検 出コイル は、携



帯電話 6 の 2 次 コイル 1 0 を励起する。 このとき、励起された 2 次 コイル 1

0 に流れる電流のエネルギーによって生成 されたエコー信号 1 7 が、前述の

2 次 コイル 1 0 を励起 した位置検出コイルに作用する。

[0021 ] したがって、 2 次 コイル 1 0 の近 くにある位置検出コイルには、図 6 に示

すように、パ ル ス信号 1 6 が入力された後、所定の時間遅れて、 2 次 コイル

1 0 か らのエコー信号 1 7 が誘導 される。 このため、位置検出部 1 3 は、複

数の位置検出コイル 1 4 のいずれかおよび複数の位置検出コイル 1 5 のいず

れかに 2 次 コイル 1 0 が接近 しているかを判定することができる。

[0022] 図 7 は、車載用充電器 5 の内部構成及び充電される携帯電話 6 との関係 を

示すプロック図である。図 7 に示すように、車載用充電器 5 は、制御部 1 8

と、位置検出部 1 3 と、報知部 1 9 と、通信部 2 0 と、 1 次 コイル 1 2 とを

備える。制御部 1 8 は、 1 次 コイル 1 2 への通電を制御する。位置検出部 1

3 は、 1 次 コイル 1 2 と携帯電話 6 の 2 次 コイル 1 0 との位置関係 を検出す

る。報知部 1 9 は、ユーザへの報知を行 う。なお、報知部 1 9 は、図 2 に示

した L E D 8 と、図 3 に示 したス ピーカ 1 1 とを有する。通信部 2 0 は、図

1 に示 した車両 1 に設けられた車載用電子機器 4 と通信する。

[0023] また、制御部 1 8 は、位置検出部 1 3 が検出 した 1 次 コイル 1 2 と 2 次 コ

ィル 1 0 との位置関係 を取得 し、その位置関係 を報知部 1 9 が報知するよう

制御する。通信部 2 0 は、車載用電子機器 4 と通信 を行 って、 1 次 コイリレ1

2 に通電可能な状態か否かを示す車両状態情報 を取得する。 これは、 1 次 コ

ィル 1 2 への通電がキ一 レスェン 卜リ制御など車両制御の信頼性 を高めるた

めである。

[0024] 以下、図 8 、図 9 及び図 1 0 を参照 して、車載用充電器 5 の設置面 7 に携

帯電話 6 を載置 し、携帯電話 6 の充電を開始するまでの手順 について説明す

る。図 8 及び図 9 は、車載用充電器 5 の動作を示すフローチヤ一 卜である。

また、図 1 0 は、車載用充電器 5 で用い られるフラグを説明する図である。

[0025] まず、車両 1 のイダニ ッシ ヨンが 0 N になると、制御部 1 8 は、 1 次 コィ

ル 1 2 と携帯電話 6 の 2 次 コイル 1 0 との位置関係 を検出するよう位置検出



部 1 3 を制御する （ステップS 1 ) 。この時、図 1 0 に示される各フラグは

、 「充電終了フラグ ：0 、 2 次コイル検出フラグ ：0 、充電開始フラグ ：0

」に設定されている。また、 1次コイル 1 2 の通電はオフ状態で、報知部 1

9 は何も報知 しない。

[0026] 位置検出部 1 3 が 1次コイル 1 2 と2 次コイル 1 0 との位置関係を検出す

ると （ステップS 2 ：Y e s ) 制御部 1 8 は、充電終了フラグが 0 である

か否かを確認 し （ステップS 3 ) 、充電終了フラグ= 0 であればステップS

4 に進み、充電終了フラグ= 1 であればステップS 2 に戻る。ステップS 4

では、制御部 1 8 は、 2 次コイル検出フラグが 0 であるか否かを確認 し、 2

次コイル検出フラグ= 0 であればステツプS 5 に進み、 2 次コイル検出フラ

グ= であればステツプS 8 に進む。ステツプS 5 では、制御部 1 8 は、 2

次コイル検出フラグ= 1 に設定する。次に、制御部 1 8 は、報知部 1 9 のス

ピ一力 1 1 から第 1 の所定音 （例えば、 「ポロローン」といった音）を 1 回

鳴らし （ステップS 6 ) 、報知部 1 9 の L E D 8 を消灯する （ステップS 8

)

[0027] ステップS 8 では、制御部 1 8 は、位置検出部 1 3 から 1次コイル 1 2 と

2 次コイル 1 0 との位置関係を取得 し、 2 次コイル 1 0 が 1次コイル 1 2 に

近いか、 1次コイル 1 2 から離れているかを判断する。 2 次コイル 1 0 が 1

次コイル 1 2 に近いと判断された場合 （ステップS 8 ：Y e s ) はステップ

S 9 へ進み、 2 次コイル 1 0 が 1次コイル 1 2 から離れていると判断された

場合 （ステップS 8 ：N o ) はステップS 1 1へ進む。

[0028] ステップS 9 では、制御部 1 8 は、通信部 2 0 を介 して、 1次コイル 1 2

に通電可能かを車載用電子機器 4 に問い合わせ、通信部 2 0 で得 られた車両

状態情報に基づいて通電可能と判断すればステップS 1 0 に進み、通電可能

でないと判断すればステップS 8 に戻る。ステップS 1 0 では、制御部 1 8

は、 1次コイル 1 2 への通電を開始する。

[0029] —方、ステップS 1 1 では、制御部 1 8 は、ユーザに2 次コイル 1 0 が 1

次コイル 1 2 から離れていることを知らせるために、スピーカ 1 1 から第 2



の所定音 （例えば、 「ピッピッ」 といった音）を鳴 らす。 さらに、制御部 1

8 は、 L E D 8 を短周期で点滅 させる （ステ ップS 1 ) 。 ステ ップS 1

での音声出力及びステ ップS 1 2 での光点滅 によって、携帯電話 6 を設置面

7 上の充電可能な位置へ動かすようユーザを誘導できる。

[0030] その後、制御部 1 8 は、 1 次 コイル 1 2 の通電オフを確認 し （ステ ップS

1 3 ) 、充電開始 フラグを 0 に設定 し （ステ ップS 1 4 ) 、 ステ ップS 1 へ

戻る。 これにより、ユーザが携帯電話 6 を設置面 7 上の充電可能な位置に動

かすよう、すなわち 2 次 コイル 1 0 と 1 次 コイル 1 2 が十分に接近 した状態

となるよう、ユーザ動作を誘導することができる。

[0031 ] 次 に、ステ ップS 1 0 の後 に行われる充電開始か ら終 了までの処理 につい

て説明する。

[0032] 制御部 1 8 は、 2 次 コイル 1 0 と 1 次 コイル 1 2 との間で通信可能か否か

を判断 し （ステ ップS 1 5 ) 、通信可能であれば （ステ ップS 5 ：Y e s

) ステ ップS へ進み、通信不可であれば （ステ ップS 5 ：N o ) ステ

ップS 6 へ進む。なお、ステ ップS 6 以降の手順は、 2 次 コイル 1 0 と

1 次 コイル 1 2 の位置合わせが不十分な場合のバ ックアップと して、再度ュ

—ザに位置合わせを要求する処理である。

[0033] ステ ップS 1 6 では、制御部 1 8 は、充電開始 フラグが 0 であるか否かを

確認 し、充電開始 フラグ= 0 であれば （ステ ップS 1 6 ：Y e s ) ステ ップ

S 7 に進み、充電開始 フラグ= であれば （ステ ップS 1 6 ：N o ) ステ

ップS 9 に進む。ステ ップS 9 では、制御部 1 8 は、充電開始 フラグを

0 に設定 し、ステ ップS 1 へ戻る。一方、ステ ップS 1 7 では、制御部 1 8

は、第 3 の所定音 （例えば、 「ピ一 ピー」 といった音）を継続 して鳴 らす。

さらに、制御部 1 8 は、 L E D 8 を長周期で点滅 させ （ステ ップS 1 8 ) 、

ステ ツプS へ戻る。

[0034] ステ ップS 1 5 で 2 次 コイル 1 0 と 1 次 コイル 1 2 との間で通信が可能で

あると判断された （ステ ップS 1 5 ：Y e s ) 後、ステ ップS 2 0 に進んだ

制御部 1 8 は、充電開始 フラグが 0 であるか否かを確認 し、充電開始 フラグ



= 0 であれば （ステップS 2 0 : Y e s ) ステップS 2 1 に進み、充電開始

フラグ= 1 であれば （ステップS 2 0 ：N o ) ステップS 2 5 に進む。ステ

ップS では、制御部 1 8 は、充電開始フラグを 1 に設定 して充電を開始

する。次に、制御部 1 8 は、位置検出部 1 3 の動作を停止 し （ステップS 2

2 ) 、スピーカ 1 1 から第4 の所定音 （例えば、 「ピンポン」といった音）

を 1 回鳴らし （ステップS 2 3 ) 、 L E D 8 を消灯する （ステップS 2 4 )

[0035] ステップS 2 5 では、制御部 1 8 は、携帯電話 6 から充電終了通知を受け

取つたかを判断 し、充電終了通知があれば （ステップS 2 5 ：Y e s ) ステ

ップS 2 6 に進み、充電終了通知がなければステップS 1 に戻る。ステップ

S 2 6 では、制御部 1 8 は、充電終了フラグを 1 に設定する。次に、制御部

1 8 は、 1次コイル 1 2 の通電をオフし （ステップS 2 7 ) 、 L E D 8 を消

灯 し （ステップS 2 8 ) 、ステップS 1へ戻る。

[0036] 以上説明したように、本実施の形態の車載用充電器 5 は、 1次コイル 1 2

への通電を制御する制御部 1 8 と、 1次コイル 1 2 と携帯電話 6 の 2 次コィ

ル 1 0 との位置関係を検出する位置検出部 1 3 と、ュ一ザへの報知を行う報

知部 1 9 と、を備え、制御部 1 8 は、 1次コイル 1 2 に通電 しない状態で、

位置検出部 1 3 が検出した 1次コイル 1 2 と2 次コイル 1 0 との位置関係を

取得 し、その位置関係を報知部 1 9 が報知するよう制御するため、車載用充

電器 5 が極めて使い勝手の良いものとなる。

[0037] すなわち、ユーザが車両 1 に乗り込んだ直後でキーレスェン 卜リ制御が行

われていたとしても、 1次コイリレ1 2 と2 次コイリレ1 0 の位置合わせをする

ことができる。よって、ユーザが車両 1 に乗り込んだ直後から、充電可能な

位置に置かれた携帯電話 6 の充電開始の準備をすることが可能となる。その

後、車両制御への影響がなくなり充電可能な状態となれば、車載用充電器 5

はすぐさま充電を開始することができる。このように、車載用充電器 5 が極

めて使い勝手の良いものとなる。

[0038] 本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照 して説明したが、本発明の精神



と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当

業者にとって明らかである。

[0039] 本出願は、201 1年12月7日出願の日本特許出願 （特願201 1-267954) に基づ

くものであり、その内容はここに参照として取り込まれる。

産業上の利用可能性

[0040] 本発明に係る車載用充電器は、 1次コイルへの通電を制御する制御部と、

1次コイルと被充電機器の 2 次コイルとの位置関係を検出する位置検出部と

、ユーザへの報知を行う報知部と、を備え、制御部は、 1次コイルに通電し

ない状態で、位置検出部が検出した 1次コイルと2 次コイルとの位置関係を

取得 し、その位置関係を報知部が報知するよう制御するため、当該車載用充

電器が極めて使い勝手の良いものとなる。

[0041 ] すなわち、ユーザが車両に乗り込んだ直後でキーレスエン トリ制御が行わ

れていたとしても、 1次コイルと2 次コイルの位置合わせをすることができ

る。よって、ユーザが車両に乗り込んだ直後から、充電可能な位置に置かれ

た被充電機器の充電開始の準備をすることが可能となる。その後、車両制御

への影響がなくなり充電可能な状態となれば、車載用充電器はすぐさま充電

を開始することができる。このように、車載用充電器が極めて使い勝手の良

いものとなる。 したがって、車載用充電器は車載用電子装置としての活用が

期待される。

符号の説明

[0042] 車両

車内

3 ハ ン ドル

車載用電子機器

5 車載用充電器

6 携帯電話

設置面

8 L E D



開口部

2 次 コイル

ス ピー カ

次 コ イル

位置検 出部

、 5 位置検 出コ

パ ル ス信号

エ コー信号

制御部

報知部

通信部



請求の範囲

[ 請求項 1] 無接点充電を行 う車載用充電器であ つて、

1 次 コイルへの通電を制御する制御部 と、

前記 1 次 コイル と被充電機器の 2 次 コイル との位置関係 を検 出する

位置検 出部 と、

ユーザへの報知 を行 う報知部 と、 を備 え、

前記制御部 は、前記 1 次 コイル に通電 しない状態で、前記位置検 出

部が検 出 した前記 1 次 コイル と前記 2 次 コィル との位置関係 を取得 し

、前記位置関係 を前記報知部が報知するよう制御する車載用充電器。

[ 請求項 2 ] 前記位置検 出部 は、前記 1 次 コィルの上面 に配置 した複数の位置検

出コイル を有する請求項 1 に記載の車載用充電器。

[ 請求項 3 ] 前記制御部 は、前記 1 次 コイル と前記 2 次 コイル とが十分接近 した

状態であれば、前記報知部か ら 1 次報知 を行 うと共 に前記 1 次 コイル

への通電を開始 し、前記 1 次 コイル と前記 2 次 コイル との間の通信が

可能であれば、前記 1 次報知 と異なる 2 次報知 を行 う請求項 1 に記載

の車載用充電器。

[ 請求項 4 ] 当該車載用充電器が搭載 された車両 と通信する通信部 を備 え、

前記制御部 は、前記通信部 を介 して得 られた前記車両の状態 に応 じ

て、前記 1 次 コイルの通電を開始する請求項 3 に記載の車載用充電器
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